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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この訓令は、法令その他別に定めるもののほか、山梨県警察の処務に関する必要

な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この訓令における用語の意義は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 「所属」とは、警察本部の課、科学捜査研究所、機動捜査隊、交通機動隊、高速道

路交通警察 

隊、機動隊、警察学校及び警察署をいう。 

(2) 「職員」とは、警察官その他の職員をいう。 

(3) 「一般職員」とは、警察官以外の職員をいう。 

(4) 「上司」とは、通常及び臨時の所属における階級の上位の者又は組織上の上位の職

にある者をいう。 

(5) 「幹部」とは、巡査部長以上の階級にある警察官又は主任以上の職にある一般職員

をいう。 

(6) 「部長」とは、山梨県警察の組織等に関する規則（昭和42年山梨県公安委員会規則

第１号。以下「規則」という。）第21条第１項に規定する者をいう。 

(7) 「首席監察官」とは、規則第21条の２第１項に規定する者をいう。 

(8) 「理事」とは、規則第21条の３第１項に規定する者をいう。 

(9) 「参事官等」とは、規則第21条の４第１項に規定する者をいう。 

(10) 「庶務担当課長」とは、総務室総務課長、警務部警務課長、生活安全部生活安全

企画課長、刑事部刑事企画課長、交通部交通企画課長及び警備部警備第一課長をいう。 

(11) 「センター警察署」とは、山梨県警察のブロック体制に関する訓令（昭和47年山

梨県警察本部訓令第13号。以下「ブロック体制に関する訓令」という。）第２条に規

定する警察署をいう。 

(12) 「所属長」とは、第１号に規定する所属の長をいう。 

(13) 「課長等」とは、規則第22条第１項に規定する者をいう。 

(14) 「次席等」とは、規則第23条第１項に規定する者をいう。 



(15) 「課長補佐等」とは、規則第24条第１項に規定する者をいう。 

(16) 「次長」とは、規則第31条第１項に規定する者をいう。 

(17) 「刑事官等」とは、規則第32条第１項に規定する者をいう。 

(18) 「専決」とは、決裁権者の権限に属する事務のうち、あらかじめ指定された事務

について当該決裁権者に代わって常時決済処理することをいう。 

第２章 事務の専決及び代決 

（事務処理の基本、心構え） 

第３条 事務を処理するに当たっては、正確、迅速を旨とするとともに、順を経て決裁を

受け、常にその責任の所在を明らかにしておかなければならない。 

２ 事務処理に当たっては、敏速かつ確実に行うとともに、関係の所属及び係相互間の連

絡を密にするように努めなければならない。 

（事務の専決） 

第４条 部長、所属長、副校長、次席等、副署長及び次長が専決することができる事項は、

別表に定めるとおりとする。 

２ 前項に掲げるもののほか、副校長、次席等並びに副署長、次長、刑事官等及び警察署

の課長が、所属長の権限に属する事務について専決することができる事項は、別に定め

るところによる。 

（代決） 

第５条 警察本部長（以下「本部長」という。以下同じ。）、部長及び所属長が不在のた

め、決裁を受けることができず、かつ、緊急に処理を要するときは、本部長の事務につ

いては主管部長（警察学校にあっては警務部長）が、部長の事務のうち部又は総務室の

重要事項については首席監察官又は参事官が、部長の事務のうち部又は総務室その他の

事務については主管課長が、本部の所属長の事務については次席等が、警察学校長（以

下「校長」という。）の事務については副校長が、警察署長（以下「署長」という。）

の事務については副署長又は次長が代決することができる。 

２ 前項の場合において、部長の事務のうち重要事項について代決すべき首席監察官又は

参事官が不在のときは、主管課長が代決することができる。 

（専決・代決の制限） 

第６条 前２条の場合において、次の各号のいずれかに該当するものについては、これを

行ってはならない。 



(1) 事案が重要又は異例に属すると認められる事項 

(2) 事案について疑義若しくは紛議があり、又は将来紛議を生ずるおそれがある事項 

(3) 前２号のほか、特に上司が指示した事項 

（後閲） 

第７条 第５条の規定により代決した事項については、事後速やかに上司にその旨を報告

して後閲を受けなければならない。 

第３章 会議 

（本部会議） 

第８条 本部長及び部長は、警察運営に関する重要な事項等について必要があると認める

ときは、本部会議を招集して意見を徴し、必要な指示を与えるものとする。 

２ 本部会議を招集する場合は、あらかじめ日時及び場所を指定して関係者に通知するも

のとする。 

（本部会議の種類及び出席者） 

第９条 本部会議の種類及び出席者は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 部長会議 部長、首席監察官、理事及び校長 

(2) センター署長会議 部長、首席監察官、校長、警務部参事官、総務室会計課長及び

センター警察署長 

(3) 部課長会議 部長、首席監察官、理事、参事官等及び所属長（署長を除く。） 

(4) 署長会議 部長、首席監察官、理事、参事官等及び所属長 

(5) 庶務担当課長会議 警務部長、庶務担当課長（総務室総務課長を除く。）及び総務

室会計課長 

(6) 次席会議 警務部長、首席監察官、警務部参事官、警務部警務課長及び次席等 

(7) 副署長・次席・次長会議 警務部長、首席監察官、警務部参事官、警務部警務課長、

次席等、副校長、副署長及び次長 

(8) 担当者会議 主管する部長、理事、参事官等及び課長等 

２ 本部長及び部長は、必要があると認めるときは、前項に掲げる出席者以外の者を出席

させることができる。 

（本部会議の主宰及び庶務） 

第10条 本部会議の主宰は、部長会議、センター署長会議、部課長会議及び署長会議にあ

っては本部長、庶務担当課長会議、次席会議及び副署長・次席・次長会議にあっては警



務部長、担当者会議にあっては当該事務の主管部長とする。 

２ 本部会議の庶務は、本部長が主宰する会議にあっては総務室総務課長が、警務部長が

主宰する会議にあっては警務部警務課長が、担当者会議にあっては当該事務の主管課長

がそれぞれ行うものとする。 

（会議の代理出席） 

第11条 本部会議に招集された者は、事故その他やむを得ない事情により会議に出席でき

ないときは、会議主宰者の承認を受け、代理者を出席させなければならない。 

２ 前項の場合において、センター警察署長の代理者は、ブロック体制に関する訓令第２

条に規定する副センター警察署の署長（以下「副センター警察署長」という。）とする。 

（企画調整会議） 

第11条の２ 警務部警務課企画室長（以下「企画室長」という。）は、警察運営に関して

総合的な企画、調整等を行う必要があると認めるときは、企画調整会議を招集すること

ができる。 

２ 企画調整会議を招集する場合は、あらかじめ日時及び場所を指定して関係者に通知す

るものとする。 

３ 企画調整会議の主宰は企画室長とし、出席者は総務室総務課、警務部警務課、生活安

全部生活安全企画課、刑事部刑事企画課、交通部交通企画課及び警備部警備第一課の次

席とする。 

４ 企画室長は、必要があると認めるときは、前項に掲げる出席者以外の者を出席させる

ことができる。 

５ 企画調整会議に招集された者は、事故その他やむを得ない事情により会議に出席でき

ないときは、会議主宰者の承認を受け、代理者を出席させなければならない。 

６ 企画調整会議の庶務は、警務部警務課において行うものとする。 

（ブロック署長会議） 

第11条の３ センター警察署長は、ブロック体制に関する訓令第２条に規定するブロック

内の警察運営に関する重要な事項等について必要があると認めるときは、ブロック署長

会議を招集することができる。 

２ ブロック署長会議を招集する場合は、あらかじめ日時及び場所を指定して関係者に通

知するものとする。 

３ ブロック署長会議の主宰はセンター警察署長とし、出席者はブロック内の署長とする。 



４ ブロック署長会議の庶務は、センター警察署において行うものとする。 

５ 第１項の場合において、センター警察署長に事故その他やむを得ない事情が生じ、か

つ、緊急に処理を要するときは、副センター警察署長がブロック署長会議を招集するこ

とができるものとする。 

（警察署幹部会議） 

第12条 署長は、毎月１回以上幹部会議を開催し、警察運営について意見を徴し、必要な

指示を与えるとともに、各課係相互間の連絡調整を行い、警察事務の統一及び能率の向

上を図らなければならない。 

（定期招集） 

第13条 署長は、毎月１回以上定期に署員を招集して職務上必要な諸般の訓授及び教養訓

練を行い、諸執行務の適正を期さなければならない。 

（その他の会議） 

第14条 所属長は、その所属における事務の執行につき連絡調整及び研究検討を行い、警

察業務の合理的、能率的推進を図るため、随時所属全員又は必要な係員の会議を開くこ

とができる。 

（会議の記録） 

第15条 本部会議の庶務担当者は、会議における議事の要点を記録するものとする。 

２ 企画調整会議及びブロック署長会議の庶務担当者は、会議における議事の要点を記録

するものとする。 

３ 警察署の幹部会議における指示及び協議事項並びに定期招集日における訓授及び指

示事項については、その要点を記録しておくものとする。 

第４章 事務引継等 

（事務の引継ぎ） 

第16条 部長、首席監察官、理事、参事官等及び所属長は、退職、休職、出向又は配置替

えその他の理由によりその職を離れるときは、後任者と面接の上、事務引継ぎをしなけ

ればならない。 

２ 前項の引継ぎ事項は、別に定めがあるもののほか、おおむね次のとおりとする。 

(1) 所掌事務の概要 

(2) 未済事項 

(3) 特異又は重大な事件、事故等 



(4) 懸案事項 

(5) その他所掌事務遂行上参考となる事項 

３ 第１項の規定により事務の引継ぎが終了したときは、後任者が本部長に報告しなけれ

ばならない。 

（その他の職員の事務引継ぎ） 

第17条 前条第１項に規定する職員以外の職員の事務の引継ぎは、その担当する事務につ

き前条第２項に準じて行い、附置機関の長及び部付専門官は主管部長に、その他の職員

は所属長にそれぞれ報告しなければならない。ただし、後任者が未着、未定又は事故あ

るときは、主管部長又は所属長が指定する者に引き継がなければならない。 

（赴任） 

第18条 職員は、人事異動の発令があった場合は、病気その他特別の事情があるときを除

き、速やかに赴任しなければならない。 

２ 職員は、赴任した場合において、部長、首席監察官、理事、参事官等及び所属長は本

部長に、附置機関の長及び部付専門官は主管部長に、その他の職員は所属長にその旨報

告しなければならない。 

（人事等に関する書類の送付） 

第19条 所属長は、所属の職員が配置替えを命ぜられたときは、当該職員の人事、休暇、

勤務等に関する書類を異動先の所属長に送付しなければならない。 

（不在時の処置） 

第20条 職員は、出張、休暇その他の理由により不在となるときは、あらかじめ担当事務

が停滞しないように処置しておかねばならない。 

（退庁時の措置） 

第21条 職員は、退庁するときは、その取扱いに係わるその他の物品を整理し、所定の場

所に収納するとともに、必要ある場合は宿直員に引き継がなければならない。 

第５章 勤務 

（勤務時間等） 

第22条 職員の勤務時間は、山梨県職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（昭和28

年山梨県条例第５号。以下「勤務時間条例」という。）、山梨県職員の勤務時間、休日

及び休暇に関する規則（昭和28年山梨県人事委員会規則第４号。以下「勤務時間規則」

という。）その他別に定めるところによる。 



（勤務実態の把握） 

第23条 所属長は、所属職員の出張、休暇、欠勤等の勤務実態を、常に把握しておかなけ

ればならない。 

（時間外勤務等） 

第24条 本部長は、職務上の必要があって職員に対し正規の勤務時間を超え、又は週休日

若しくは休日に勤務を命ずるときは、時間外勤務、休日勤務及び夜間勤務命令簿（甲）

（別記様式第１号）又は時間外勤務命令簿（乙）（別記様式第２号）により処理するも

のとする。 

（出張命令） 

第25条 職員の出張は、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和25年法律第114号）、山

梨県職員旅費条例（昭和32年山梨県条例第56号）その他別に定めるところによる。 

（出張命令の変更） 

第26条 職員は、出張中公務上の必要又は災害、急病その他やむを得ない事由により命令

事項の変更を要するときは、その事由を電話その他の方法により報告し、旅行命令権者

（国家公務員等の旅費に関する法律第４条又は山梨県職員旅費条例第４条に規定する

旅行命令権者をいう。以下同じ。）の指揮を受けなければならない。ただし、日程の変

更については、急を要しその暇のないときは、事後承認を受けることができる。 

（復命） 

第27条 職員は、出張の用務を終わり帰庁したときは、速やかに旅行命令権者に口頭又は

書面により当該出張の状況を報告しなければならない。 

第６章 警察署 

（管内要図） 

第28条 警察署、交番及び警察官駐在所には、次に掲げる事項を表示した管内要図を備え

付けなければならない。 

(1) 警察署、交番、警察官駐在所等の位置及び管轄区域内の道路の状況 

(2) 官公署、学校、病院、警察上重要な対象物その他管内状況を知る上に必要と認めら

れる事項 

（応援要請） 

第29条 署長は、警戒警備その他取締り上必要ある場合は、応援員の派遣を本部長に要請

しなければならない。ただし、事態急迫にして、その暇のないときは隣接の署長に直接



要請することができる。 

（交番等の設置等） 

第30条 署長は、交番及び警察官駐在所の設置、廃止、統合若しくは移転又は名称、管轄

区域等の変更の必要があると認めるときは、次に掲げる事項を添えて本部長に承認の申

請をしなければならない。 

(1) 設置、廃止、統合若しくは移転又は名称、管轄区域等の変更の内容及び理由 

(2) 所要経費及び財源 

(3) 関係住民の動向 

(4) 図面 

(5) その他参考事項 

（臨時警察官派出所の設置） 

第31条 署長は、必要があるときは、本部長の承認を得て、臨時に警察官派出所を設置す

ることができる。 

（表札及び表示灯） 

第32条 警察署、交番、警察官駐在所等には、名称を表示するとともに、赤色表示灯を掲

げなければならない。 

第７章 雑則 

（隊等の表札及び表示灯） 

第33条 警察本部の隊等に前条に準じて表札及び表示灯を掲げることができる。 

（申請、届出等の受理） 

第34条 申請、届出等の受理は、定例又は軽易のものは係員が、重要又は特異なものは幹

部が直接当たるものとする。 

２ 申請、届出等は、口頭又は電話によるものであっても支障のない限り、これを受け付

けるものとする。 

（公印の保管、使用等） 

第35条 公印（山梨県警察における庁印及び職印をいう。）の名称、規格、保管及び使用

については、別に定めるところによる。 

（指印の使用） 

第36条 申請、届出等に押す印章は、会計事務に関するものその他特別の定めのあるもの

を除き、指印（右示指）をもって代えさせることができる。 



（細則の報告） 

第37条 署長は、この訓令に基づき、細則を定めたときは、本部長に報告しなければなら

ない。 

附 則 

この訓令は、平成４年３月９日から施行する。ただし、別表中「管理職員特別勤務実績

簿及び管理職員特別勤務手当整理簿の作成及び保管に関すること。」についての規定は、

平成４年１月１日から適用する。 

附 則（平成11年２月１日本部訓令第２号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年２月28日本部訓令第３号） 

この訓令は、平成12年３月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月24日本部訓令第９号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成13年３月８日本部訓令第１号） 

この訓令は、平成13年３月10日から施行する。 

附 則（平成15年３月６日本部訓令第２号） 

この訓令は、平成15年３月11日から施行する。 

附 則（平成16年３月15日本部訓令第６号） 

この訓令は、平成16年３月19日から施行する。 

附 則（平成16年３月25日本部訓令第８号） 

この訓令は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年３月28日本部訓令第６号） 

この訓令は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月29日本部訓令第５号） 

この訓令は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年６月１日本部訓令第11号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年４月１日本部訓令第12号） 

この訓令は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月10日本部訓令第２号） 



この訓令は、平成23年３月11日から施行する。 

附 則（平成23年４月１日本部訓令第４号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年３月22日本部訓令第１号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年４月１日本部訓令第７号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年10月１日本部訓令第18号） 

この訓令は、平成25年10月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月19日本部訓令第４号） 

この訓令は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月11日本部訓令第４号） 

この訓令中第１条から第３条までの規定は平成27年３月18日から、その他の規定は同年

４月１日から施行する。 

附 則（平成28年４月１日本部訓令第12号） 

この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月９日本部訓令第２号）抄 

この訓令は、平成29年３月16日から施行する。 

附 則（平成30年３月５日本部訓令第４号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月28日本部訓令第10号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成31年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条中施行前に行われた改正前の訓令第４条の規定よる専決、第５条の規定による

代決、第16条の規定による事務の引継ぎ、第18条第２項の規定による赴任の報告、第24

条の規定による時間外勤務等の命令、第25条の規定による出張命令、第26条の規定によ

る出張命令の変更、第27条の規定による復命は、改正後の訓令第４条の規定よる専決、

第５条の規定による代決、第16条の規定による事務の引継ぎ、第18条第２項の規定によ

る赴任の報告、第24条の規定による時間外勤務等の命令、第25条の規定による出張命令、



第26条の規定による出張命令の変更、第27条の規定による復命の相当の規定に基づいて

処理されたとみなす。 

附 則（令和３年３月15日本部訓令第３号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第７条及び第９条の規定は、令和３年

４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されて

いる書類は、当分の間、この訓令による改正後の様式によるものとみなす。 

３ 旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則（令和４年３月４日本部訓令第２号） 

この訓令中第１条、第４条及び第６条の規定は令和４年３月18日から、第２条、第３条、

第５条及び第７条から第10条までの規定は同年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月３日本部訓令第２号） 

この訓令中第１条、第５条、第７条及び第10条の規定は令和５年３月17日から、第２条

から第４条まで、第６条、第８条、第９条及び第11条から第17条までの規定は同年４月１

日から施行する。 

附 則（令和６年３月１日本部訓令第２号） 

この訓令中第２条、第５条、第７条、第10条、第13条、第16条及び第17条の規定は令

和６年３月15日から、第19条の規定は同年３月22日から、第１条、第３条、第４条、第６

条、第８条、第９条、第11条、第12条、第14条、第15条、第18条及び第20条の規定は同

年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月21日本部訓令第６号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年６月26日本部訓令第14号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、令和７年７月１日から施行する。 

別表・別記様式 略 

 


